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Toward a Learning Society 

Allocation of Life-time Budget froln Linear Pattern 

to Recurrent Pattern 

Yoshiyuki MATSUDA 

The average life-time in Japan is becoming 80 years old, and it is about 700,000 hours in the terms 

of life-time budget. Working hours of a year will be 2,000 hours in the near future. If a person works 

from 20 years old to 60 years old, working hours during 40 years will amount to 80,000 hours and this 

is about 10% of total life-time. On the other hand, free time will increase to 30% of total life-time. 

This structure of life-time budget causes the changes of people' s thoughts from that they live to 

work to that they work to live. According to the result of EPA research project, people who prefer 

the life pattern of <'Child Educatron Work Retire" will decrease to 15% On the other hand people 

who prefer the life-pattern of <<C-E- [W/Leisure/E] -E/L" or <'C-E-W-E/L-W-E/L-W-
E/L" will increase to 60%. Especially this pattern is called recurrent life pattern. 

At current status, Japan is behind in the area of reduction of work-time comparing with EC and 

U. S. A., but we can survey carefully the states of these advanced countries and analize their merit 

and demerit. Refering to the result, we should propose a method of allocation of life-time budget 

which is suitable to Japan. Why carefully? Nowadays, in EC and U. S. A., the reduction of work-time 

is mainly for absorbing of unemployments and aimin~ at sharing work. But in case of Japan, the 

quality of worker' s life should be investigated for the first time under a good economic environment. 

In those days of 50 years life-time, the National strategy was focused on the work-oriented 

industrial society, but in the era of 80 years life-time, the focus is moving toward how to be for good 

human' s life. Generally speaking, the moving from industrial society to post-industrial society has 

been argued by many sociologists. When this problem is related with life-time budget, the change 

toward a learning society is becoming very important from the viewpoints of social science, natural 

science and humanity. 

The author' s scenario of a method of allocation of life-time budget is based on the strategy 

change from a linear life pattern to recurrent life pattern. 
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た動機は，私がこれまで，労働省，経済企画庁，

通産省のレジャー研究プロジェクトに参加し，そ

こで考えてきたこと，海外の諸機関を訪ね取材し

てきたことを，一度整理しておきたいと思ったか

らである。この度の評論では，レジャー，レクリ

エーション，生涯スポーツについての考えを述べ

ていないが，それは「学習社会に向けて」の全体

を，①タイム・バジェット配分②生涯学習カリ

キュラム③レジャー教育と生涯スポーツの構成

で考えており，②，③については次回以降に，投

稿を予定しているからである。

　①のタイム・バジェットでは，人生80年時代の

生涯生活時問の配分を，教育，労働，レジャ叶の

生活分野から検討し，生涯学習を可能にする生活

時間構造のイメージを求めてみた。②の生涯学習

カリキュラムでは，健康学習，ライフプランニン

グ学習，社会生活学習，職業生活学習，レジャー

学習の5つのコースの重要性とそのカリキュラム

のイメージを検討したい。③のレジャー教育と生

涯スポーツでは，近年新しい学問分野として注目

されてきているレジャー・カウセリング，レジャー

教育を取りあげながら，スポーツ，リベラル・アー

ツ，クラフト，旅めコースを検討し，その後に生

涯スポーツの教育・学習支援システムについて，

まとめてみたい。

　1）タイム・バジェットの時代変化

　タイム・バジェット。ま一だ一般にはなじんでい

ない用語である。通常，バジェットといえば，お

金でとらえた予算のことであるが，この考え方を

時間にもあてはめ，目標に合わせて時間を酉已分し，

リグレット（後悔）を最小にしようということで

ある。

　ここに大まかではあるが，タイム・バジェット

の時代変化を示す興味深い数字があるユ〕。紹介し

てみよう。ニューヨーク・メトロポリタン生命保

険会社が，これまでの社会を，原始社会（BC4000

年以前）農業社会（BC4000年からAD19世紀まで）

工業社会（AD20世紀以降）の3つに分け，平均的

なタイム・バジェットを推計している。

　原始社会では，平均寿命が18歳で，生涯生活時

間に換算すると15．8万時問，その中に占める生涯

労働時間は33％であった。それが農業社会になる

と，35歳の30．7万時間の29％となり，工業社会で

は，70歳の61．3万時間の14％ということであった。

　この数字の変化をみただけでも，生涯生活時問

が増え，その中に占める生涯労働時問が短縮し，

代って生涯自由時問が増えてきたことがわかる。

タイム・バジェットの考え方は，この自由時間の

増大を背景にして出てきたのである。ところで，

これから21世紀までの間に，この変化の傾向はさ

らに強まる見通しなのである。わが国を例にとっ

て，ざっとそのイメージを描いてみよう。

　いまの子どもたちが職業に就く頃には，人生80

年が一般化し，生涯のタイム・バジェットは70万

時問で，うち生涯労働時問は7万時問（年問労働

時間1800時問，労働年数は20歳から60歳までの40

年として）まで短縮し，代って生涯自由時問は低

く見積っても，21万時問まで増えることになろう。

つまり，人生80年，うち労働時問が人生の1割，白

由時問が3割の時代を迎えることになるというこ

とである。

　しかし，日本人はこれまで労働中心の生き方を

してきたから，人生の3割が自由時問という問題を

考えたことがない。従って，このようなタイム・

バジェットを示されると，非常に戸惑い，生活時

問革命といってよい衝撃を受けるようだ2〕。

　このタイム・バジェットのイメージは，人生を

80年とし，それに現在の欧米諸国の年問労働時問

よりも多目の1800時問をあてはめ描いたものであ

る。だからその実現はわが国にとって，そう難し

い課題ではないはずである3〕。欧米諸国はわが国

に経済摩擦の解消方法の一つとして，労働時問の

短縮を要求してきているが，わが国としても，現

在の欧米諸国の水準くらいまで，近い将来短縮し

なければ，釣り合いがとれないだろう。欧米諸国，

中でも西ドイツ，フランス，イタリアといった国

は，さらに短縮して，年問の所定内労働時間を1500

時問にすることを検討している。こういう国の人

たちには，日本人は休みもとらないで働き円を強

くし，今度は強くなり過ぎた円に対応するために

また忙しく働く，この循環が異常に映るのである。

　わが国は，現在，実に様々な問題に直面してい

る。貿易摩擦，異文化問コミュニケーション，婦

人労働，教育，家庭，老後，住宅，福祉，環境，

地域開発等々，あげ出したら切りがないが，こう

いった問題は，かなりなまで，タイム・バジェッ

トの配分政策によって，改善できるはずである。

その意味ではわが国は，現在，直面している問題

解決の方法として，タイム・バジェットの配分に

ついての政策研究に，もっと熱心に取組んでよい
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表1　平均寿命と生涯生活時問の推移

男　　　　性 女　　　　性

副）平均寿命（歳） b〕（万時聞〕生涯生活時間

平均寿命（歳〕

　　（万時間）生涯生活時間

明治33（1900） 38．8 34．O 40．7 35．7

43（1910） 41．1 36．0 42．4 37．1

大正9（1920） 45．9 40．2 43．1 37．8

召和5（1930） 45．9 40．2 47．9 42．O

15（1940） N．A． 一 N．A． ■

25（1950） 59．6 52．2 63．O 55．2

35（1960） 65．3 57．2 70．2 61．5

45（1970） 69．3 60．7 74．7 65．4

55（1980） 73．3 64．2 78．8 69．O

58（1983） 74．2 65．O 79．8 70．O

（a）×24時間X365日＝（b）

「人生80年時代における労働と余暇」経済企画庁国民生活局編

表2　労働時問短縮の推移
年
間
労
働
時
　
　
間
斗
日
平
均
労
働
時
問
×
月
平
均
出
勤
日
数
×
1
2
ケ
月

↓
日
平
均
労
働
時
問
（
時
問
，
分
）

月
平
均
出
勤
日
数
　
（
日
）

明治33（1900） N．A． N．A． N．A．

43（1910） 3080 10．21 24．8

大正9（1920） N．A． N．A． N．A．

昭和5（1930） 2904 9，08 26．5

15（1940） 2948 9．04 27．1

25（1950） 2270 8．03 23．5

35（1960） 2435 8．23 24．2

45（1970） 2239 8・q9 22．9

55（1980） 2108 8．01 21，8

59（1984） 2116 8．05 21．9

　「人生80年時代における労働と余暇」経済企画庁国民生活

局編

のではないか。

　常識的に考えても，人生が80年と長くなり，う

ち労働時問が人生の1割，自由時問が3割というこ

とになると，人生50年時代の労働中心の生き方，

社会のあり方を強いるのは，不自然である。わが

国の社会制度は，第二次世界大戦後変ったとは

いっても，その原型は明治時代につくられたもの

である。その頃のタイム・バジェットをみると，

平均寿命は40歳で，生涯生活時問は35万時問で，

年問労働時間は3000時問であったのである。とこ

ろが，人生80年となり，年間労働時問が1800時間

ということになると，ここらで，新しい生き方，

新しい社会のあり方を構想してよい。

　近年，こうした問題意識から提起され，関心を

集めてきているのが，リカレント型人生のタイ

ム・バジェットの配分方法である。リカレント型

人生とは，生涯を通じて，労働機会，レジャー機

会，教育（学習）機会を，柔軟に選択できるよう

にしようということである。

　2）リニア型人生からリカレント型人生へ

　人生50年時代は，生活は衣・食・住中心で，レ

ジャー，文化を楽しむゆとりはなく，子ども4，

5人を育てあげるために，ただひたすら働かなけ

ればならないというものであった。ライフサイク

ルは労働中心のリニア（直線）型人生で，児童期

（Chi1d）教育期（Education）は労働期（Work）

の準備期で，隠退期（Retire）は労働の世界から

身を引くことを意味していた。ところが，人生が

80年と長くなり，生活に経済的ゆとり，時間的ゆ

とりが出てきても5〕，いぜんとして，「C→E→W→

R」の単線的，直線的な生き方をとっているのはお

かしいのではないか。今日の私たちの人生をざっ

と計算してみると，5年間が児童期で，15年問が

教育期，そして40年の労働期の後に20年の隠退期

が続いている。しかし，この労働期の年問の労働

時問が，大幅に短縮してきているから，40年をフ

ルタイムの労働だけの期問としないで，レジャー，

学習の機会を制度として重ねることは十分でき

る。また，社会人になるための教育を，社会に一

度も出ることなく20歳まで継続するよりは，人生

の価値観の形成される青年期に，直に労働を経験

する機会があった方が，自然である。社会から隔

離されている学校生活だけで，成人するよりは，

生きる，働く能力を身につけて，成人した方が頼

もしい。いまの杜会では，働きながら学ぶという
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である。

　4　第2のキャリア型（まず40歳から50歳頃ま

で働き，再び教育を受けて，その能力を活かし，

人生の後半でライフワークとしての職業に就く）

これもリカレント型のヴァリエーションといって

もよいかもしれない。

　5　先憂後楽型（若レ）うちにモーレツに働いて，

できるだけ早く生活の基盤をつくり，その後は好

きなことをやる。従って就業時期は現在より早ま

ることもありうる）モデルとしては，トロイの遺

跡を発掘したシュリーマンの生き方をあげること

ができる。

　6　先楽後憂型（できるだけ長く遊学し，その

後に働く）ピーターパンがこの生き方のモデルで

ある。

　以上6つのタイム・バジェットの配分方法に対

する選好度は，リニア型が僅かユ5．3％で，リカレ

ント型，併行型，ライフ・ワーク型が，合わせて

73，3％もあり，多くのビジネスマンが，人生の組

替えを望んでいるということであった。こうした

人生の組替え二一ズは，若い人たちほど強くあら

われている8〕。

　3）タイム・バジェットの世界の動き

　欧米諸国においても，タイム・バジェットをリ

ニア型からリカレント型へ，切り換えることが検

討されている。そもそも，このリカレント型人生

のアイディアは，1969年の第6回欧州教育担当大

臣会議において，故オロフ・パルメ首相（当時教

育大臣）によって提起されたものである。その後，

OECD・CERI（経済協力開発機構・教育研究・革

新センター）によって，リカレント教育プロジェ

クトとして取りあげられ，現在に至っているが，

カナダのフレッド・ベストは，リカレント型のタ

イム・バジェットについて，7つの利点をあげて

いる9〕。これをみると，現代杜会が直面している社

会問題解決の工一スではないかと思えてくる。

　1　失業とワークシェァリング。これは増大す

る方向にある失業問題を解決するために，賃上げ

分を自由時間で獲得し，失業者に労働機会を提供

することができる。

　2　労働者のクオリティ・ライフの改善。労働

とレジャー問のバランス，またこの2つが制度化

されることは，クオリティ・ライフ改善の重要な

方法である。労働環境を人間化するための努力は，

所得水準の向上，自由時問の増大，さらには作業

計画の自由度の拡大といった面からなされなけれ

ばならない。

　3　学校と労働の交流。リカレント型のタイ

ム・バジェットは，高学歴化で労働を全く経験す

ることなしに成人する若者たちに，労働とはなに

かを体験させ，将来の指針にさせることが容易に

なるし，また労働の場から教育・学習の場に戻る

ことによって，技術や労働に対する能力を改善ナ

ることができる。

　4　生涯学習と再教育。壮年期において，学習’

のための自由時間を持つことにより，新しい分野

を学習し，人生の早い時点で自分により適した仕

事とはなにかを探しやすくする。

　5　婦人労働の形態。この方法によれば，計画

的に一時労働から離れることができ，現在，多く

の婦人労働者が直面している出産と育児の問題を

解決することができる。

　6　レジャーの享受と高齢期への準備。早くか

ら自由時問の楽しみ方に慣れ，労働から離れた時

の人生の生かし方，充実の仕方を身につけること

により，リニア型人生の下ではなかなかできな

かった旅に出かけたり，様々なレジャーを経験で

き，高齢期にスムーズに入ることができる。

　7　税，政府支出の軽減。リニア型人生の下で

は，高学歴化により青年期における教育期問が長

くなり，また平均寿命が延び，退職してからの人

生が長くなり，労働によって収入を得ない期問を

長くしてしまった。こうした教育期・隠退期にあ

る人たちの生活を支えるために，労働期にある人

たちの税負担が増大し，いまや勤労意欲にまで影

響している。しかし，リカレント型の方法を採用

すれば，これまで所得の再分配で進めてきた福祉

政策を，労働時問の再分配の福祉政策へ切り換え

ることができる。

　このようにみてくると，リニア型人生からリカ

レント型人生へということは，リニア型杜会から

リカレント型社会へということでもある。ILO（国

際労働機関）の労働政策の変遷をみると，世界の

タイム・バジェット政策も，この流れに沿ってき

ていることがわかる。

　1919年のILOの第1回総会で，「1日8蒔問，週

48時問」の条約が採択され，1921年には，週休制

と有給休暇制が扱われ，レジャー施設の整備が勧

告された。そして1935年には，第2次世界大戦に

入って実効をあげなかったが，世界大恐慌の失業
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者救済のワークシェアリングとして，「週40時問に

短縮する条約」を採択している。1962年に再び同

じ内容を採択している。ところが1970年代に入る

と，労働時間政策は労働生活の質の改善に加えて，

レジャー生活，市民生活まで含めた生活全体のク

オリティ・ライフの改善を目標とするようになっ

た。1970年に，年休日数は三労働週に，別に能力

開発，自己開発のための教育休暇制度が検討され，

1974年に，「有給教育休暇に関する条約と勧告」を

採択した。そして，1975年になると，労働の人問

化に沿って，1次，2次，3次産業の労働時問制

度が取りあげられ，通勤時問，労働時問の編成方

法，労働日・労働週の時問短縮，フレックス・タ

イム，パートタイム労働，交替制労働，深夜労働，

有給休暇と時差休暇，生涯労働，自由時問とレ

ジャー等々，タイム・バジェットの配分をめぐっ

て，総合的な論議がなされたのである。この論議

に基づいて，翌1976年に生涯労働時問の配分を織

りこんだ「国際労働条件作業環境改善計画」（通称

PIACT）を提出している。このように，労働時問

政策は，日単位から週単位，そして，年単位，生

涯配分へと，よりトータルに変ってきているので

ある。

　4）ワークシェアリングのための労働時間短縮

　ヨーロッパ諸国では，これまでみてきたリニア

型からリカレント型へのタイム・バジェット政策

に加えて，トピックスとして，ワークシェアリン

グの考え方に，関心が集まっている。どの国でも

長期にわたって大量の失業者を抱え，この救済手

段としてのワLクシェアリングを検討してきてい

るのである。この基本的な考え方を述べてみよう。

　いま労働時間の短縮によって，例えば，週労働

時間の短縮，有給休暇の拡大によって，1，000万人

の労働者の年間の所定内労働時間が，2，000時間か

ら1，900時問に短縮したとする。これは10億時問に

相当する。この時間を1人当りの年問労働時問
1，900時間で割ると，52．6万人分の雇用機会を創出

することになる。ワークシェアリングはこのよう

に失業者を救済するために，職にあり就いている

人たちが，自分たちの労働時問をはき出して，仕

事を分ちあおうというものである。

　理論上のワークシェァリングは，このように説

明しやすいが，現実にはなかなか実施に移されて

はいない。フランスのミッテラン内閣は，ヨーロッ

パ諸国に先がけて，失業救済と労働の人問化をは

かるべく，ワークシェアリングの制度化に踏み

切ったが，問題があまりに難しいために，現在，

ペンディングになっている。というのは，ワーク

シェアリングには，労働コストを引き上げ，これ

が物価上昇を加速させるというマイナス面を持っ

ていること，また熟練や専門的能力を必要とする

ところでは，失業者にその能カがない場合が多い

ということがあり，踏み切るとこ・ろまでいってい

ない。ワークシェアリングに対しては，政府側，

経営側，労働側の意見がまだ一致しておらず，ま

だ実効をあげていないのである。

　政府側は，ワークシェアリングによる雇用創出

の可能性とインフレーション抑止方法についての

研究段階で，まだ応用段階ではないととらえてい

る。経営側は，所定内労働時間の短縮，制度の変

更は，労働コメトを引き上げ，インフレーション

を引きおこし，企業の競争力を弱める可能性が強

いから，実施すべきではないと考えている。しか

し，労働側は基本的には，ワークシェアリングの

有効性を認めており，1979年の西ドイツのムニッ

チ会議，さらに1982年のオランダのハーグ会議で，

労働時問短縮を決議している。

　○週35時間労働

　○年問6週問の有給休暇

　○年金に裏打ちされた早期退職の選択制度（退

　　職年齢の引き下げ）

　○就学年齢の引き上げ（教育年限の拡大）

　〇五交代制労働の採用

　○残業時問のカット

これによって，賃金を引き下げることなしに労働

時問はさらに10％短縮することができる，という

見解を打ち出している。

　政府側，経営側，労働側のワークシェアリング

に対する考え方は，このように異っているが，そ

れならば，政府側，経営側が，妙案を持っている

のかというと，そうでもない。サミット，三極通

商会議，OECD等で，世界経済の活性化に向けて，

適切なマクロ経済政策の立案，ニューフロンティ

アの拡大，エネルギー制約の克服，産業協力，発

展途上国経済への協カといったことが，検討され

てきているが，いっこうに失業者は減少していな

い。このような問題が議論され，景気回復に向け

て，財政面，金融面からいろんな諸対策が講じら

れながら，低経済成長，インフレーション，国際

収支の不均衡といった諸問題があまりに深刻であ
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るために，効果をあげていない。

　どうやら，現在，直面している経済不況は，か

つての短，中，長期の景気循環の好況　　不況

　　好況のサイクルのパターンから，大きく乖離

し，伝統的景気対応策では，解決の見通しのたた

ないところまできてしまったようである。なにゆ

えにこのような大量失業時代をむかえることに

なったのか。この問題を整理するだけでも難しい

課題であるが，これまで指摘されてきていること

は，次の諸点である。

　1　1970年代の二度のオイルショックが原因と

なって，1960年代までの消費者物価上昇率と失業

率の負の相関関係が，正の相関関係に逆転してき

たこと。

　2　労働需要の伸びが，停滞したこと。

　3　労働供給の伸びが，婦人労働の増加で急速

に高まったこと。

　4　各種失業救済制度に，失業を助長するよう

な面が出てきたこと。

　5　テクノロジーの革新が続き，これまで経験

したことのない省力化の可能性が出てきているこ
と。

　以上みてきたヨーロッパ諸国の考え方に対し

て，アメリカではどのような考え方がなされてき

ているのか，次にこの点について述べてみよう。

　5）労働時間短縮の積極的意義

　ジョージ・ワシントン大学のS・A・レビタンと

R・S・べロウスの2人が，1977年に，ワークシェ

アリングについて研究し，「より短い時問，より短

い週　　失業を減らし，仕事を拡げるために」と

いう成果を発表している’O〕。この研究成果は，現在

でも，労働時間短縮のテキストとして，よく使わ

れているようである。次にこの5節でその内容を

要約し紹介しておきたい。

　アメリカにおいても，経済不況は長びいており，

労働市場にも深刻な影響を与え，完全雇用の目標

は，すっかり遠のいてしまっている。伝統的な対

応では，もはや，この状況を克服できそうにない。

こうなってくると，これまで，政府が真剣に取り

組んでこなかった労働時問短縮，フレックスタイ

ム，多様な労働スタイルを，失業救済方法として，

検討してみる価値がある。拡大し続けるアメリカ

の労働力を吸収するには，総合的な労働時間政策

を実施する方が，失業保険や，諸手当，福祉など

の不況対策よりも，安くあがるはずである。これ

までのアメリカ人のライフスタイルは，家族数が

多く，子どもの養育費，教育費，また健康保険，

退職給付金，インフレーション対策などで，なに

かと金がかかり，レジャーを選好するゆとりなど

なく，収入増や諸手当を頼りにしてこざるをえな

かった。しかし，生活状況はいまや変化しつつあ

り，レジャー選好が強まってきている。

　まだ，多くのアメリカ人は，労働時問短縮の問

題は，不況になるとあらわれて，好況になると忘

られてしまう気まぐれなものと思っているが，こ

の問題は，今日のアメリカにとって，重要な施策

になりつつあるのだ。そもそも，初期のアメリカ

の労働運動は，労働時間短縮に熱心であった。そ

れが大恐慌以来停滞しているのである。1860年に

は，週平均68時問も働いていたが，1901年には58．4

時問に短縮し，そして，1930年代の大恐慌の時代

に，週40時問にするコンセンサスができていたの

である。これにはワークシェアリングのねらいが

込められていた。ところが，それから第2次世界

大戦を狭み，1970年代まで，労働時問短縮に積極

的に取組んでこなかった。第2次世界大戦後，技

術革新により労働の生産性は，飛躍的に高くなっ

たが，その配分は，労働時問を短縮し自由時間を

増やすよりも，所得や諸手当のアップにあてられ

てきたのである。

　ところが，1970年代の中頃から，再び労働者の

労働時問短縮に対する関心が強まってきたのであ

る。全米自動車労連（UAW）の1976年の4週間ス

トライキは，労働時間短縮要求を契機におきたの

である。このストライキの影響は，その後，全産

業に及ぶことになった。UAWは，第2次世界大戦

後，数々の労働条件改善の先例をつくってきた。

このストライキにより，12日間の特別有給休暇を

勝ちとり，終局目標を週休3日の制度化においた

のである。このストライキのねらいは労働時間短

縮により，労働者にレジャーを増やし，自動車産

業が5％の雇用創出をはかることにあった。その

意味では，労働時間短縮は，産業関係において，

イノベーションになりつつあるといってもよい。

というのは，週40時問の労働制度では，拡大し続

ける労働力を吸収できないことは，明らかである

からだ。

　現在よりも生存がおびやかされていた1930年代

の不況のときに，大胆にワークシェアリングに踏

み切ったことを思いおこすならば，いまはそのと
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きよりも，条件はよいはずである。問題は，基本

となる所得とレジャーの選好に変化がおきると，

それが経済制度，社会制度に，大きな影響を与え

ることである。そして，それは実に様々な影響で

ある。

　1　労働時問は単位労働コストを決定する重要

な要素である。インフレーションと価格は，かな

りなまで，単位労働コストに結びついている。従っ

て，所得水準を維持しながら週労働時問を40時問

から35時問に短縮することは，時問当り賃金率を

少くとも14％上昇させることになる。

　2　労働時間短縮は，労働者に対する直接的な

影響に加えて，間接的には，価格への影響を通じ

て，消費生活全体に大きな影響を与えることにな

る。

　3　今後，産業問の関係問題が，労働時問とジョ

ブセキュリティ（雇用の安定化）をテーマに起き

ることになろう。産業間の交渉結果が，コスト，

雇用水準，貿易と同じように基本的なビジネスの

投資決定に，影響を与えることになるからである。

　4　労働時間短縮に対する要求は，’これから，

失業救済手段としてよりも，ジョブセキュリティ

の手段として，みなされるようになるだろう。不

況による影響は，どの労働者，職種にも同じとい

うのではなく，この度の不況でも，工場労働者の

方が，管理職，専門職よりも，はるかにレイオフ

されやすい立場にある。こういう場合に，労働時

問短縮は，失業保険と同じように，景気に左右さ

れずに，．労働者の年問所得を保障する効果がある。

　5　所得よりもレジャーをという「所得　　レ

ジャー選好」の変化により，そう遠くない将来，

週5日制労働が過去のものとなる可能性も出てこ

よう。自由時問の増大により，様々な休暇のとり

方が生まれ，それがレジャー・ビジネスの拡大に

つながるであろう。

　6　婦人労働の急激な増加，公共，民間部門に

おけるフレックス・タイム，パートタイムの増加，

さらには定年制や労働生活パターンに重大な変化

が生じ，既存の労働制度は大きな構造変化をとげ

ることになろう。

　7　政府にとってみても，労働時問制度の変更

は，労働基準法，社会保障制度，レジャー資源の

配分等に影響し，今後重要な経済政策課題になっ

てくるだろう。

　アメリカは新しい実験をすべきである。労働時

問配分政策を，総合的経済政策の中に位置づけ，

それを実施に移すべきである。．

　以上要約してきた労働時間短縮の方法はまだ問

題点も多いが，なかなか説得的である。政府も，

組合も，また経営側も，この提案に耳を傾け，経

済システム国際化の中でどう進めるか，検討を加

えているところのようである。ところで，この提

案の中で，リカレントという用語は，使われてい

ないが，全体を1つの概念でまとめると，やはり，

リニア型からリカレント型への転換ということな

のであろう。

　6）労働時間短縮にイノベーションを

　これまでみてきたことは，21世紀に向けて，タ

イム・バジェットの酉已分を柔軟化し，私たちの生

き方と社会のあり方を，リニア型からリカレント

型へ変化させることが，望ましいということで

あった。わが国はどのような方法で，リカレント

型に向けて，労働時問を短縮してゆくべきか。

　わが国の労働時間短縮が欧米諸国よりも立遅れ

てきていることは，これまでみてきた通りである

が，しかし，これから取組むということは，先進

の欧米諸国の労働時問制度のマイナスを，避けて

通ることができるということである。

　現在の欧米諸国の労働時間制度は，1次，2次

産業中心の時代にできあがったものである。この

制度は，産業構造が複雑化してくると，経済活動

にマイナスに作用する面も多いのである。例えば，

ケ，8月にバカンスが集中すると，この問の経済

活動は50％，ダウンするといわれているし，土・

日曜日を一斉に休日にすると，サービス産業の市

場機会を失うことになる。従って，わが国は産業

構造，消費構造の変化に合わせて，労働時間の配

分制度を柔軟にとらえた方がよい。一度，労働時

問の配分を制度化してしまうと，それが労働者の

生理的リズムになり，環境変化に適応しにくく

なってしまう。わが国の労働時問短縮がこれから

ということは，最も新しい問題意識にたち，長期

的展望のもとに対応できるということであるか

ら，安易に，また性急に，労働時問配分を制度化

すべきではない。

　先にみた「人生80年時代における労働と余暇」

（経済企画庁編）のプロジェクトで，将来どのよ

うな勤務形態を望んでいるかを調べてみたとこ

ろ，実に様々な形態を望んでいることがわかっ
た11〕。
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　　　　　（昭和60年調査／多項目選択）

　このように，労働時問の配分選好が多様化して

くると，これをライフサイクルの労働期の問題と

してとらえ，リニア型人生，人生50年型杜会で対

応することは，そもそも不自然である。人生80年，

ライフサイクル全体の中でとらえなおさなければ

ならない。’

　問題は，このリカレント型の人生，社会を実現

する主体はだれか，運動を進める主体はだれかと

いうことであるが，わが国ではまだそれがはっき

りしていないことである。もちろん，それは国民

であるのだが，だれがリーダーシップをとるか，

ということである。

　常識的には，それは労働組合であるべきだろう。

労働時間短縮の二一ズが，運動として強’まらなけ

れば，経営側も，また政府側もいつまでも受け身

で待たざるをえないからである。わが国の労使関

係は，欧米諸国と違い個別企業単位である。個別

企業単位の労使交渉・労使協定になっている。し

かし，労働時問短縮は，企業問競争が激化してき

ているだけに，個別企業単位で進めることが難し

く，産業別単位の横の連携を強めながら，産業別

単位の統一要求基準を設定し，運動を進めるとい

うのが現実的であろう。

　これはわが国の労働組合の労働時問短縮の問題

を関係者からヒアリングしての印象であるが，欧

米諸国との現在の格差のうち，年間200時問くらい

を過去の積み残し分として要求し，さらにそれを

超える労働時問短縮は，労使交渉によって得た「賃

上げ原資」を，所得と自由時問に配分し，中長期

の年問労働時問としては，1，800時問くらいが妥当

と考えているようだ。それより先の労働時問短縮

の問題は，人生80年全体のタイム・バジェットと

してとらえるべきであると，受けとめてきている。

もちろん，人生80年の配分方法としては，リカレ
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ント型をあげている。

　最後に，労働時問をどこまで短縮すべきかとい

う問題について，ふれておきたい。

　一般に，欧米諸国の労働時問短縮への関心は，

日本に比べてはるかに強い。労働時問短縮をめぐ

る政府側・経営側・労働側の立場は，三者三様で

あるが，労働時問短縮はどこまでも善であるとい

う点では，一一致しているように思われる。しかし，

現実をみると，労働時間短縮による自由時問の増

大で，すでにブラック・アクティビティ（課税か

らのがれた内職）が増え，本来市場経済の中でな

されるべきことが，非市場経済で交換がなされ，

税収機会の損失や，労働時問短縮によっても，失

業が救済できないなどの問題が生じてきている。

欧米諸国では，すでに年問1500時問労働も関心事

になってきているが，そうなることが果してよい

ことなのかどうか，疑問である。自由時間を充実

して生きるということは，働くこと以上に難しい

といわれている。従って，増大する自由時問に，

いかに人問的に対応するか，その哲学，方法につ

いて，慎重に配慮すると同時に，一方，人問存在

としてどれくらいの時問を労働にあてるのが適正

であるか，もっと本質的なところから，適正労働

時問量についての議論があって，しかるべきだと

思う。もちろん，この問題は1，800時間を，さらに

短縮するという場合について，考えるべきである

ということであって，年間200～300時問の労働時

間の短縮は，クオリティ・ライフの改善からいっ

ても，欧米諸国との比較からいっても，緊急課題

だと思う。
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